
 

- 1 - 

産業構造審議会 新産業構造部会 第５回 

１月２５日 

 

 

議事録 

 

○井上課長  それでは、定刻になりましたので、ただいまより、産業構造審議会第５回

新産業構造部会を開会いたします。 

 委員の皆様におかれましては、ご多忙のところ、ご出席を賜りまして、誠にありがとう

ございます。また、日本労働組合総連合会の逢見事務局長様始め関係省庁の皆様にもご出

席を賜りまして、誠にありがとうございます。 

 開会に際しまして、林大臣から、一言ご挨拶をお願いしたいと存じます。 

○林大臣  皆さん、おはようございます。大変お忙しい中ご出席を賜りまして、誠にあ

りがとうございます。心から感謝を申し上げたいと存じます。 

 新産業構造ビジョンもいよいよ本日から人材教育の分野に入るわけでありまして、それ

と同時に、観光やら農業、エネルギー等々の分野でも議論を進めていただくことにもなる

わけでございます。第４次産業革命で、雇用問題が余計悪くなるのではないかとかいうよ

うに悲観する声もあるように聞いておりますし、また、我が国においては人口減少がどん

どん進んでいく中で、大丈夫かというような心配する声もあると聞いてもございます。 

しかし、昨年でもみられるように、世界は日本に対して、「あっ」と言わせたこともご

ざいます。例えばノーベル賞の受賞がそうでありましたし、あるいはラグビーのワールド

カップでもそうでありました。ですから、これから、これをチャンスと捉えて、世界にも

う一度でも二度でも三度でも、「あっ」と言わせていただけないかと、このようにひそか

に期待しているところでございます。そういった意味では、これからの分野において新た

な経営社会システムをつくり上げる上での重要な、あるいはまたさまざまな意見を積み重

ねていただければと思っておるところでございます。 

 先生方のそういった貴重なご意見を頂戴しながら、次のステップに向かって進めていけ

ればと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○井上課長  林大臣、ありがとうございました。 

それでは、前回に引き続きまして、伊藤部会長に議事進行をお願いしたいと存じます。

伊藤部会長、よろしくお願いいたします。 
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○伊藤部会長  それでは、本日の議題に入りたいと思います。本日は、①として、人材

という領域横断型の課題、そして②として、観光、農業、エネルギーという個別領域の課

題と、大きく分けて２つのテーマがございます。今から11時過ぎまでは人材につきまして、

事務局説明、委員やゲストからのプレゼンテーション、自由討議を行い、後半で個別領域

の議論をさせていただきたいと考えております。 

 まず、領域横断型の検討課題、人材につきまして、事務局から説明をお願いしたいと思

います。 

○小林室長  人材室長の小林でございます。 

お時間もありませんので、ごく簡単に資料４－２でご説明させていただこうと思います。

資料４－２をあけていただきまして、２ページでございますが、今、世の中、左側、少子

高齢化ということで、これは間違いなく進行しております。それから、右側の、グローバ

ル化の深化、産業構造変化、こういったものは当然進んでいるところでございまして、こ

れが、真ん中の赤い印でございますが、第４次産業革命ということによって、左側、少子

高齢化に与える影響として、その仕事のやり方、質が変わっていくということで、特にボ

リュームゾーンであったところの仕事の中身がかなり変質していくのではないか、また、

今まで人が足りないといった部分についても少し人が足りるようになってくるのではない

か、こういったところをこれから分析したいと思います。 

 それから２つ目として、右側の変化の進度の影響ということで、これはより早くなり、

様々な対応が技術的にできるようになるというお話と思っております。 

 資料、少し飛ばしていただきまして、資料の９ページまで行っていただけますでしょう

か。９ページに書いてございますのは、ＡＩなりＩｏＴなり、こういったもので世界の市

場が伸びていくものをまずはしっかり日本企業がとっていけば、日本の雇用というのはか

なり安泰になってくるということでございます。他方で、そのためにはビジネスのやり方

が変わる、すなわち、必要となる仕事の中身が変わってくるということでございますので、

これまで様々な縦分野で検討してきたとおり、データをどう集めるか、どう解析をし、ど

うそれを織り込んでいくか、そういった能力、仕事の質が変わってくるということでござ

います。 

 ２ページ飛ばしまして11ページでございますが、そういう中で、仕事の中身が職種ごと

にどういうものが増え、どういうものが減っていくのかということを簡単にまとめさせて

いただいております。11ページ真ん中でございますが、上流工程の経営企画であるとかマ
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ーケティングであるとか、こういったところはトップ層というのは日本を引っ張る上で大

事、当然増えていくべきですし、それに加えてミドル層というところで、そういったとこ

ろをサポートし、支え、実際のビジネスプロセスに落とし込んでいく仕事、こういったも

のも非常に増えていくのだろうと思っております。それから、マーケティング自体が非常

に多くなっていくと思いますので、そういったものに対応した仕事も増えていくと思って

おります。 

他方で、11ページ下でございますが、製造分野、今でも人はかなり少なくなっております

が、さらに自動化という方向に当然舵は切っていかれると思っております。 

それから、次の12ページでございますが、営業、販売、それからサービス、これは非常に

多様なものを含んでおりますが、一言でいえば、高度でカスタマイズされたようなものは

維持、もしくは増えていくでしょうし、逆に、反復・継続的なものは大分減っていくだろ

うということでございます。 

 それから一番下のバックオフィスについては、これまでも従来型のＩＴでもそうでした

が、ここはかなり激減していくのだろうということでございます。 

 次の13ページに参りまして、そうなったときにどういった能力が人に求められるかと、

要するに機械とは違う差別化というのをより図っていく必要がある中で、これまでも言わ

れてきた創造性であるとか、マネジメントであるとか、ヒューマンコミュニケーション、

こういったものはより必要になってくるということだと思いますし、次の基本リテラシー

というところで、いわゆる読み書き算盤が新しい種類に変わるということで、データ、情

報、ＩＴに関するリテラシーというのは、ある種、全ての人が備えていく必要があるとい

うことでございます。 

 14ページへ参りますと、これは今お話ししたような中で特にミドルスキルのボリューム

ゾーンというのはこういうところだろうというものをまとめ直したものでございます。巷

の多くの論文の中では、雇用は二極化するのではないかとか、そのときにどう対応したら

いいのか。様々なものが出ておりますけれども、必要なのは、特に仕事が変わる中で、そ

れをどのような絵姿として描き出して、そういう社会ニーズが必要な中で必要な人材育成

なり労働移動なり、策をちゃんと打っていけば、対応できていくだろうということをしっ

かり社会で共有して、それに向かって進んでいくというのは大事なのではないかと思って

ございます。 

 次に17ページまで進んでいただきまして、変化の早さ等への人事的な対応でございまし
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て、真ん中の四角でございますが、より変化が早くなれば人材戦略自体も、社内での配置

転換、それから社外からの即戦力の受け入れ、それからダイバーシティを強化してアイデ

アが色々と出てくるような状況にするというものが、この下側にあります個人の色々なラ

イフステージでワークライフバランスを生かしながら働きたいという気持ちとと相まった

形で、これに対応していくのは当然必要になってくるということですが、これが技術によ

って可能になってくると思います。 

 大きな変化としては、この17ページのオレンジ色で右側に書いておりますが、よりスキ

ルや実績に基づいて、社の中でも外でも人材管理というのは進んでいくのだろうと思って

いまして、ダイレクトリクルーティングなども進んでいますし、海外から、能力に応じて

人を採っていくという動きも出てきているわけでございます。 

 それから真ん中でありますが、企業と個人の関係も、これまでの１社ということでの雇

用というよりは、例えば極端な例をいえば、タスクでつながるような雇用を、クラウドソ

ーシングということでネット上で請負や委託をつなぐようなやり方もアメリカでは相当出

てきている。これに日本もかなり追随している芽が出てきているということでございます

し、一つの会社でなくて、２つの会社で兼業するような動き、それから正社員の派遣で適

材適所にというようなものも出てきているところでございます。 

 それから、生産性向上し、働く時間そのものも全体には少なくなってくる可能性という

のも非常に高いと思ってございます。 

 18ページ以降はそういった例を載せておりますので、少し飛ばさせていただきまして、

次、23ページ、24ページでは、そういった、今お話をしたような中であらまほしき企業の

姿と個人の姿というのをまとめさせていただいております。23ページの企業の方は、やは

りダイバーシティを取り入れ、色々な人が色々な働き方で混在しているという状況が強い

状況なのだと思っております。そういった職務や成果に応じた人材戦略というのをしっか

りしていけば、ある種、正規と非正規が区分けされるという議論から次第に連続的なもの

になっていくのではないかと考えてございます。 

 それから、次の24ページでございますが、個人に目を向けたときには、先ほど話しまし

たが、やはり全ての人がＩＴリテラシーや創造性、チャレンジ精神、こういったものを何

かしら身につける必要があるということでございますし、それから、社会人になっても、

その変化に対応して絶え間なくキャリアを意識して、転職は当たり前という世界。さらに

トップ中のトップの人材というのはやはり日本を引っ張っていただくということで、しっ
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かりそういうエコシステムをつくっていくことが大事だと思っておりまして、その上でど

うしても努力を重ねてもなかなか難しいといった弱い立場の方の対応というのも政策的に

は必要だということでございます。 

 飛んでいただきまして27ページに少し図を載せております。これが今お話ししてきたこ

とを少しまとめてございまして、現状を放置した場合には、今あるミドル層、真ん中のと

ころが大きく減少し、これが下のほうに行ってしまう可能性が高い。一番トップの層も、

海外に流出してしまう可能性が高い。他方で、改革を、労働市場分野、教育分野だけでな

く、ほかの分野も含めてしっかりやれば、真ん中の層の新たなニーズに対応して、しっか

りミドル層というのはあるでしょうし、トップ層も内外から集積できるのではないかと考

えております。仕事については、この真ん中の部分に記載したＡＩ、ロボットとともに働

く仕事、もしくはそれとすみ分けた仕事、こういったものをしっかりつくっていくという

か、社会ニーズに合わせた人たちがきちんと対応できるようにしていくことが大事なのだ

と思っております。 

 その政策編としては次の３ページにまとめておりますが、教育としては、３つ。トップ

人材を育成するため、大学改革、今、文部科学省にて進めていただいておりますが、こう

いったところをさらに進めて教育研究機能というのを一層強化するというのが１つだと思

っております。 

 それから真ん中、ミドルスキル層ということで、より社会のニーズを鑑みた教育ができ

るような仕組みづくりをしっかりしていくということでございます。 

それから、一番下、初等中等教育でございますが、これは非常に大きな長い投資になるの

で、20年先ということでも今からしっかり進めるべきだと思っておりますが、プログラミ

ングデータ解析、こういったものを含めたＩＴを使いこなす力というのを早いうちから学

ぶということと、それからやり方としても、ここではアダプティブラーニングというのを

書いてございますが、ＩＴ機器を使いながら、学習到達度に応じて、個人の能力に応じて

勉強がうまくできるようなことをしていけば、効率的に学べるところもあり、お忙しい学

生さん、生徒さん、それから教師の方々の手助けにも非常になるのではないかということ

でございます。 

 次のページでございますが、労働市場・雇用制度でいえば、労働市場の流動性というの

は自然にも高まってくるところでございますが、そういったものに対応した仕組みという

のをしっかりつくっていくということ。それから真ん中として、個人の成果、それから能
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力、こういったものは市場にさらされていくような時代によりなっていきますので、それ

に対応した制度が必要ではないか。それから３つ目として、雇用や請負、派遣、こういっ

た縦の様々な制度がございますが、今後は今までのやり方を少し変えていく必要があるの

ではないか。それから、場合によっては契約法制の中でそういった強い者と弱い者をどう

扱っていくのか。それから、企業中心にある社会保障制度というのも少し変革が必要では

ないかという問題提起をさせていただいております。 

 最後のページは多様な労働参画ということで、現状でも政策を進めております女性、高

齢者の活躍、それから、特に専門的な外国人材の活用、こういったものが引き続き必要で

ありましょうし、それから、数という意味でも、経済成長が続いていけば、ＡＩ時代だか

らといって人が全く足りてしまうので、そういう新しい参画は要らないということにはな

らないだろうとうことでございます。 

 それから、31ページからは教育領域ということですが、ここはもう簡単に、頭の４ペー

ジぐらいだけお話をします。今お話ししたような中で、32ページでございますが、初等中

等教育、高等教育について、両方とも進めていただいている改革というのは引き続きこれ

はやっていくということだと思っております。初等中等のほうは教育内容と方法、一体的

に変えていくという話。高等教育であれば、トップ人材を集めていくための大学改革、そ

れから新たなニーズへの対応ということで、社会人の教育、そういったものを含めてしっ

かりやっていくということでございます。 

 アメリカなり日本なりの流れを少しだけご紹介すれば、初等中等教育の教育内容という

ことでいえば、日本も今、教育課程の見直し、学習指導要領の見直しを文部科学省のほう

でやっていただいておりますが、そういった中で、世界もプログラミング教育義務化をイ

スラエル、英国、米国、小さい頃からやってきております。日本も、プログラム教育の抜

本的な改善に向けて民間を中心にして様々なことをやっていただいているので、それをし

っかり面的に広げていけるのかというのが一つの課題でございます。その教育方法、先ほ

ど申し上げましたアダプティブラーニングなるもの、学習到達に応じて学ぶようなやり方

を、もっと民間のＩＴ技術も使いながら、どう入れていくのかというのが１つでございま

す。それから、教育サポート体制としてのＩＴの入れ方というのもあると思います。 

高等教育のほうはトップ人材をつくっていくための大学改革の見直しと、それからオンラ

インの学び直し環境であるとか、そういった社会人を対象とした取組が出てきております

ので、これを広げていくということです。具体的には35ページでありますが、これも今お
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話出ていたように、教育内容、教育手法、教育サポート体制、全てが三位一体で変わって

いくべきではないかというお話です。36ページはこれらを少しブレークダウンしたものを

記載しております。 

それ以降は例が様々載っておりますので、後ほどご覧いただければと思います。 

 以上でございます。 

 

 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。 

続きまして、本日のテーマは人材でございますので、長嶋委員、それから連合の逢見事

務局長、南場委員からそれぞれプレゼンテーションいただきたいと考えております。 

 それでは、長嶋委員からお願いいたします。 

○長嶋委員  ありがとうございます。このＡＩをベースにして、第４次産業革命をベー

スにして雇用環境がどう変わっているのか、我々リクルートが描こうとしております2030

年の未来図をお示しして、議論の端緒につければと思っております。その未来図を実現す

るために個人が、そして企業が、組織が、そして国にお願いできるとしたらどういったテ

ーマがあるのかということを、私個人の考えも含めて述べさせていただければと思ってお

ります。 

 また、ダボス会議でも、ザ・フューチャー・オブ・ジョブズというテーマで、新しい20

20年における労働市場がＡＩによってどう変わっていくかというレポートが出されており

ました。ここにおいても、一旦は、減る職域がある。そして、その中でもふえていく職域

もある。2020年でいけば、まだ減る職域のほうがボリュームとして多いようにそのレポー

トでは語られておりました。 

ですけれども、５年先ではなく、これから14年後、もう少しジャンプしたところにどうな

りたいか、我々がＡＩ、新しいテクノロジーをベースにして、どのようなマーケット、市

場をつくっていきたいのか、時間を少し先に置くからこそ、ビジョンベースでどうしてい

きたいのかということが議論できるのではないかと思いまして、そこからご説明させてい

ただきたいと思います。 

 ４象限の図をご覧いただければと思います。、個人視点での働き方の自由度、これを縦

軸としています。そして、横軸が仕事における自己完結度の高い低いでございます。左側

がより高い、完結度が自己の一人の中で高いという２軸であらわしたものでございます。 
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 一つ一つの象限の中で、どういった職域がふえていくのか、今の職域にないものもござ

いますし、よりふえていくというような職域もございます。 

 右上の象限、一旦「クリエイター」と名づけております。これは創造的人材、価値をつ

くり出す人材の象限と置いております。企業や社会を牽引していく、民間企業だけではな

く、そういった組織を牽引していく、いわゆる経営トップ、そういう人材層と置いており

ます。変化のスピードの高いビジネス環境において創造的な仕事に特化して、イノベーシ

ョンを牽引するミッションにつく人材ということでございます。就業形態は、今でもそう

いう方が多いと思いますけれども、恐らく雇用ではなく、委任の契約かなと考えておりま

す。自己の裁量部分が大きいので、働き方並びに入退職、これもかなり自由度の高い集団

と置いております。 

その下に位置します「テクノクラート」、これは「クリエイター」をサポートする高度な

知識やスキルをもった事務職と置いております。ＡＩが一定程度進化した世の中において

も残るであろうと考えられる職域です。ダボスでも、これから必要となる８つの職域とい

うのが示されておりました。８割方、８つのうち６つはＩＴに絡む、あるいは先ほどご説

明した「クリエイター」に近い職域なのですけれども、そうではない、２つの職域が示さ

れていました。これは、１つは人材のスキル更新を伴う人事や組織デザインのプロ、もう

一つは、どんどんすごいスピードで変わっていくこの技術革新の中で、行政機関や政府と

の交渉に当たる仕事がより必要とされるのではないかということが示されておりました。

こういった職域がこの「テクノクラート」に属すると思っております。この４象限の中で

は一番１つの組織に長くキャリアが続く職域と置いております。 

そして、左上の象限が、文字どおりですけれども、「フリーランサー」。テクノロジーを活

用することで企業に属さないフリーランサーの働き方というのは今でもございますが、こ

れはより増えるだろうと考えております。プロジェクトベースの契約であったり、成果見

合いであったりと。そういった形で、場所に縛られずに仕事ができるということで、今、

日本では、この働き方、諸外国に比べてまだまだ少ないのですけれども、テクノロジーの

進化をレバーにして、あと、介護職の離職防止など目的でのＯＢ、ＯＧの方の活用といっ

た形態を端緒にして、よりふえていくのではないかなと。ここに、フリーランサーの税制

であるとか、少額の融資制度などの促進材があればより加速すると思いますし、ここの象

限のボリュームがふえていくことというのは地域経済の創生ということにもつながってい

く、そういう副産物もあると考えています。 
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 最後に左下なのですけれども、「スペシャリスト」です。これは対人サービス、販売職

などの専門職で、テクノロジーが進化していく中でも残る高度な生産技術系の職域、これ

が考えられます。このスペシャリストは職業大学と接続しているイメージをもっておりま

す。専門性の高い技能やスキルを基盤としまして、時給換算として2,500円ぐらいの、そ

れぐらいの価値のある仕事、これらを司る人たちの象限かと想定しています。 

 年間1,600時間働いて、年収が400万。夫婦で、この象限であれば、世帯合算で800万。

残業なく、１日７時間勤務で、双方が育児参画できる、そういうイメージがもてると思い

ます。これら４象限それぞれの出現率は産業別に異なってくると思っております。ですか

ら、この先は、各産業の第４次産業革命、これの影響を鑑みて、産業別に４象限を考えて、

未来のシナリオにリアリティをもっていきたいなと思っております。 

 この象限が機能するのは2030年かなと考えているのですけれども、そのときには総じて、

ジョブ型の雇用、就業機会がふえて、同一労働、同一賃金がより進んでいるだろうと考え

られます。雇用から、きっと年功概念が薄れて、定年制もかなり形骸化していく、これか

ら先かなり未来でございますので、そのように考えています。 

 ただし、４象限全てに共通なのは、技術革新によって生産性を上げること。そして、単

純作業を減らすこと。その傍らで、人々が付加価値の高い職務を遂行するための能力を都

度都度バージョンアップするように高め続けること。この未来への移行期として、この生

産性を上げることと能力開発、これが両輪となり具体的に同時進行しなくてはいけないと

考えております。 

 この図は、リクルートワークス研究所で検討中のものですが、β版という段階とのこと

ですので、それぞれの職域の名称とか定義についてさらに変化することをここで申し添え

させていただければと思っています。 

 次のページをご覧いただければと思います。カーネギーメロン大学でマシンラーニング、

この世界においては非常に権威であるTom Mitchell氏のコメントをご紹介させていただき

ます。去年より我々のアドバイザーに就任していただきましたので、彼から、この一連の

問題、課題を一緒に討議してもらった中で、アドバイスもらったごく一部なのですけれど

も、ここでポイントを申し上げますと、技術進化によって学習内容、手法、これが飛躍的

に変わると。学習のタイプが変わって、頻度が変わって、提供方法が変わっていくという

ようなことを彼は強調してくれました。 

 社会人になってからも本当にジャストインタイムで学んで、生涯学習こそ、この第４次
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産業革命、これを生き抜いていく大切なポイントなのだということ。その生涯学習こそが

就業機会をつくり続ける肝になってくるということを彼が伝えてくれております。 

 さきほどの2030年の予想図は、かなりジャンプした世界でございますので、皆さんの中

では、現実感がない部分ももあられるかと思います。ですけれども、雇用機会、就業機会

は減るだけではなくて、ふやせる機会があると思います。生産性を上げながら、多くの人

が就労機会をもてる、そんな世界がこの４象限の実現ではないかなと考えております。そ

のためには、ちょっと絵空事にみえるこの象限に向かっていくためのロードマップが非常

に必要ではないかなと思っています。 

 ロードマップに行くために次のページをちょっとご覧いただければと思いますが、ロー

ドマップをつくる際に、大切なことは、基点は個人で考えるということです。今ある会社、

企業との雇用の関係、就業機会の関係というのは恐らくかなり大きな形で変わっていく可

能性もあると思います。今、多様な正社員という言い方、世の中でもふえてきております

けれども、一つのところで働くのではなく、多くのところと、個人として契約を結ぶ、あ

るいは複数のところに雇用されるなど、就業機会もさまざまなタイプで出現し、多様な雇

用形態をもった労働者がふえてくるというイメージです。 

 そのときに大事なのは、個人を基点にする。これがポイントです。そして、その個人を

ベースにして教育機会、これが先ほど室長のほうからもご説明がありましたけれども、今

でいう幼少期、中等期、高等期、ここは大事なことはいうまでもありませんし、次の時代

に備えていくことはいうまでもなく大切なことなのですけれども、その先、世の中に出て

からも生涯学習が必要だということです。それが変化する時代の中でプロフェッショナリ

ティを変えずに、失業なき転職、兼務、兼業、さまざまな形で、長い職業人生を支える軸

になっていくと考えております。 

 また、そこで幾つか、今でもあることで、さらにドライバーとしてふやしていければ、

このロードマップがリアリティを増していくなと考えていることがあります。能力開発の

成果というのが企業内にとどまらずに市場ベースで、職域、プロフェッショナリティで証

明できるようなものがあれば、組織を変えて、あるいは属するところを変えて、その「プ

ロ性」によって職域が広がると考えております。 

 昨年の日本再興戦略にも入っておりますが、今、サービス業の領域でこの企業を超えた

業界ごとのプロフェッショナリティの証明というのが進んできております。これらのこと

は国からの支援としてさらに拡充されるとより促進する、企業を超えて業界ごとのプロフ
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ェッショナリティの証明になって、これが労働者に寄与するものだと考えております。 

 そして、このロードマップの中でよりきめ細やかに、政策の対応、都度都度のチューニ

ング、どこに何をどのように投資していけばいいのかということに対応して、2030年の理

想形を、ビジョンを実現するためには、国レベルでデータベースを整備して、それこそビ

ッグデータ分析ができないかなと思っております。 

 昨年、国勢調査の調査年でありましたけれども、国として、戸籍の整備とともにもって

いるデータとしてこれはすばらしいことだと思います。それに加えて労働力調査、そして

民間と連携しての技術進化のステップアップ、また教育成果、これらのレコードもあわせ

てデータ連携していくと、何をすれば、どのような世界によりプロフェッショナリティを

もって就業機会がつながっていくということが示されるのではないかと思っています。 

 また、税制などのマイナンバーの稼働とともに、富の再配分、また社会保障の再設計な

どが都度都度チューニングできればよりこのロードマップが機能していくのではないかな

と考えております。 

 また、最後に弊社で具体的に進めている事例がございますので、参照までにつけさせて

いただいております。 

 特に教育支援としては老若男女それぞれの方に使っていただける、先ほども教育のとこ

ろでご紹介がありましたけれども、アダプティブラーニング、これでオンラインの学習の

プラットフォームを提供しております。年率で本当に300％の伸び率でユーザーがふえて

いる。いつでもどこでも学習機会をもてる、世代を超えて、場所を超えてというようなプ

ラットフォームになっております。 

また、これまでの委員会でも提唱、共通の定義をされていましたけれども、データサイエ

ンティストの不足、これらを補うものとして、汎用の機械学習プラットフォームとしてデ

ータロボット、これを提供しております。データサイエンティストがすぐに育ってくると

いうわけではないところで、活用していただけるようこういったサービスも提供しており

ます。 

 また、最もこの第４次産業革命におくれてはならないのが中小企業への手当てだと思っ

ております。特に私どもサービス業を中心にＡｉｒレジというシリーズでサービスをさせ

ていただいておりまして、現在は飲食とか美容における集客とかレジのクラウドアプリに

なっているのですけれども、一つ一つは小さな中小企業ですけれども、それらがまとまっ

て、次の第４次産業革命の恩恵を受けることができるというようなプラットフォームにな
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っていければと思っています。 

 また、エンジニアのこれらの方々が自分のプロフェッショナリティを確認できるＣｏｄ

ｅＩＱというようなサービスを展開しています。これは現役の企業のエンジニアからプロ

グラムコードのお題が出て、そしてそれに対してちょっと回答してみると、自分がそのプ

ログラムコードでどれぐらい実力あるか、こういったことが確認できて、スキルを軸とし

た人脈、ネットワークの形成につながっていくと、そのようなサービスでございます。 

 駆け足でしたが、ちょっと先にジャンプしたビジョンから一度ロードマップを設計しま

せんかというようなご提案でございます。以上です。 

○伊藤部会長 どうもありがとうございました。 

ちょっと時間が、恐縮です。あと議論を皆さんできるだけしていただきたいので、あと

お二人、７分ずつぐらいでお願いしたいと思います。次、逢見事務局長のほうからお願い

します。 

○逢見氏  連合事務局長の逢見でございます。このような発言の機会を与えていただき

ましてありがとうございます。 

 第４次産業革命が進めば、国内外問わず、さまざまな企業間を超えたネットワーク組織

が構築され、国外の企業とも連携した製造が可能となり、産業競争力の強化や市場拡大に

つながり得ると考えております。その一方で、導入に乗りおくれ、我が国がこのネットワ

ークに組み込まれない形で欧米主導によるグローバル生産体制の標準化が進めば、我が国

を中心としたモノづくりの世界地図が塗りかえられる懸念があります。 

 そういった点では、好むと好まざるとにかかわらず、我が国の産業・企業がこのような

動きから取り残されることのないよう、むしろ世界をリードすべく、政府と研究機関、産

業界などが連携して総がかりで取り組む必要があると思います。その際には、製造業にか

かわる情報があらゆる場所とネットでつながることになるため、利益の源泉となる独自の

製造ノウハウなどの情報ビッグデータ化は脅威であります。産業全体として技術の流出防

止に向けた対策が必要だと思います。また、工場及び企業内のさまざまなものやサービス

につながることに伴い、通信手段やデータ形式など多くの物事を標準化する必要がありま

す。そのための導入コストや運用・補修コストが増大することになり、多額の資金がかか

ることとなります。中小企業にとっては影響が大きく、その支援も導入に向けた施策を政

府主導で進める必要があると思います。 

 次に企業における教育の重要性ということで、資料の２ページのところに「ＯＦＦ－Ｊ
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Ｔを実施した事業所の割合」の過去３年間の状況が出ております。一見してわかることは、

１つは、全体として、微減ではありますけれども、年度ごとにいくとＯＦＦ－ＪＴの実施

率が下がっているということ。それから、規模別でみるとやはり大企業が多いわけですけ

れども、規模が小さくなるに従ってＯＦＦ－ＪＴの機会が少なくなっていること。そして、

正社員といわゆる非正規といわれている正社員以外を比べると、正社員に対するＯＦＦ－

ＪＴは行われておりますが、非正規へのＯＦＦ－ＪＴが行われていないということがわか

ると思います。 

 産業革命に的確に対応するためには、付加価値の新たな源泉となるデータと強みを戦略

的に結びつけていくことが重要である。このことは既に指摘されているわけですけれども、

その強みとなる最重要な要素は人、すなわち人材であります。働き方や生活様式が変化し

ていく可能性があっても、人、すなわち人材がイノベーション、成長の基礎となります。

いかに人材を育成し、成長させていくのか、人材の全体の質を高め、産業全体を押し上げ

ていく観点が必要だと思います。そういった意味で、必要な教育訓練、能力開発について、

現実には雇用形態や事業所規模による企業の格差が存在しているわけですが、国による企

業の能力開発支援の強化ということが必要だと思っております。 

 次に、働く者の学び直しという点で資料を幾つか。まず３ページですが、これは各国の

高等教育機関への進学における25歳以上の入学者の割合です。日本は一番右端にございま

すけれども、一旦社会に入って、大学等で学び直すという比率が極めて低いということが

見て取れます。 

 次に４ページですが、これは教育費の公的負担の国際比較、ＧＤＰに占める公的支出で

あります。就学前、初等、中等、高等教育それぞれみても、日本は最下位、あるいは下か

ら３～４番目というところでありまして、特に高等教育においては、これは当然授業料等

の負担も高くなるわけですが、そういった点で、日本というのは非常に自己負担が大きな

国といっていいと思います。 

 それから、次が自己啓発に問題があるとする労働者の割合と理由で、一番多いのが「仕

事が忙しくて自己啓発の余裕がない」という回答。そして「費用がかかり過ぎる」「家事

・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない」。学びたくても余裕がないと、あるいは費用が

ないという声が非常に強いということがわかります。 

 あともう一つ、年次有給休暇がございますけれども、６ページですが、これは既にいろ

んな部分で指摘されておりますけれども、日本の年休取得率が約半分ということでござい
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ます。こういった点でも非常に余裕がない状況が見て取れます。 

 国際競争が激化する中、技術革新やイノベーション改革で求められる速度が早まってお

り、個々の職業能力や技能の陳腐化が短期間で起こることが想定されます。働く者の学び

直しの重要性が増しており、産業社会としての対応が求められます。厚労省の調査におい

ても、時間的余裕と費用負担が働く者の学び直しの障害となっていることが指摘されてお

ります。新たな人材育成のためには、学費の低額化や経済的支援、長時間労働の是正、有

給教育休暇の制度化などが必要であります。これらについては省庁横断的な連携が必要だ

と思っております。 

 また、欧米で広く普及している研修休暇ともいわれるサバティカル休暇について、日本

では大学などでは取り入れられておりますけれども、民間企業の普及がおくれております。

そのためにも、有給教育休暇制度に関するＩＬＯ140号条約について、これはまだ日本は

未批准でございますが、こうした批准化の取組を進めるべきだと思います。 

 次に、さらなる長時間労働の懸念ということで、７ページの資料は、1913年、第一次世

界大戦の前年のときに、世界の一流国といわれたところの年間労働時間2,600時間ぐらい

でしたけれども、しかし、それから約90年たったときに、日本は1,900時間、ヨーロッパ

は1,300時間と600時間ぐらいの差があります。20世紀、２度の産業革命を経験したわけで

すけれども、労働時間という点でみますと、日本は、欧米、特にヨーロッパ諸国よりも相

当大きな差が生じている。 

第４次産業革命を迎えるに当たって、この結果、労働時間が減少せず、さらにＩＴ技術

者が疲弊するということになれば、一体何のための産業革命なのかということになります。

現在よりも強ストレス社会や高密度労働になれば、多くの人は耐えられなくなってきます。

また、ＩＴ技術が高度化しても、ごみを収集するとか、ビルを清掃するとか、介護すると

かなどの職はなくならないはずであります。その際の所得格差をどう解消していくか、ま

た、減る仕事があってもふえる仕事は果たして出てくるのか、職にあぶれた人をどうする

のかという問題は依然として残ると思います。 

 ちなみに、シリコンバレーではＩＴ技術者しかいないという印象をもっていましたけれ

ども、最近聞くところでは、ビル清掃であるとかメンテナンスとか、多くのマニュアルワ

ーカーが働いているということであります。アメリカの労働組合はこうした低賃金労働者

の組織化を進めて、公正な賃金、労働条件の向上に力を注ぐといっております。 

視点を現在に移せば、1980年代に過労死が社会問題化してから既に30年余が経過してご
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ざいます。資料８をみても、依然として過労自殺等が多いというのが日本の実態でござい

ます。第４次産業革命の結果、さらに過労死が増加するような事態となってはならないと

思います。 

 最後に非熟練外国人人材についてですが、現在、我が国で働く外国人労働者の数は70万

人程度。これは日本全体の雇用労働者の１％強であるのですが、それを踏まえますと、単

純な増加が社会構造の変化への根本的な解決手段とはなり得ないということは明らかだと

思います。社会の変化への解として取り組むべきは、まず、女性や若者、高齢者が安心し

て働き続けるための環境の整備や風土づくりであり、安易に外国人労働者の受け入れに求

めるべきではないと思います。 

 これまでの経済社会の活性化に資するという観点から、専門的・技術的分野の外国人を

積極的に受け入れる、これは今後も維持すべき考え方だと思っております。省略化・ロボ

ット化ということによって日本がこの第４次産業革命を乗り越えれば、将来、国際競走力

のつく国になるということを確信しております。 

 以上でございます。ありがとうございます。 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。それでは、南場委員、お願いします。 

○南場委員  私はちょっとお見せしたいものがありましてお時間いただきます。ディー

・エヌ・エーの南場です。 

 ディー・エヌ・エーでは、初等教育からプログラミングを義務教育化するべきであると

いう考え方をもっていまして、その理由からご紹介したいと思います。手元に資料がない

のですけれども、全員が日本人であればデフォルトプログラミングの基礎知識をもってい

るという社会を築くというのはどういうメリットがあるのかというと、まず、もちろんで

すけれども、一握りのマーク・ザッカーバーグが出てくるということです。今、ユニコー

ンが世界に140ぐらいあるのかな、日本からほとんど出ていませんが、そういったすそ野

が広がることにより一握り出てくるようになるということです。 

それから、全員がプログラマーになることを目標としているものではもちろんなくて、

それぞれが、例えば音楽とか、医療とか、教育とか、自分自身の関心のもつ領域、あるい

は、将来身を置く業界において、ＩＴを用いて生産性向上やイノベーションを起こせる人

材になっていくべきで、全員がそうなっているという状況を目指すものです。 

それからもう一つは、第４次産業革命という言葉でいわれたりしていますけれども、オズ

ボーン先生の例の、米国の現在の総雇用者の47％の仕事が10年後に自動化されるという話
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が出てきていますが、日本でも、基本的にはこれはアプライする話であります。すると人

材はどうなるのか。機械という観点でいうと、機械、コンピュータに使われる人材になる

のか、あるいは機械、コンピュータと競争する人材にになるのか、あるいは機械、コンピ

ュータにコマンドを出す人材になるのか、この３つに１つであります。 

この分布が、右のType3の人材をどれだけ多くもつかということが、もちろん税収にも

かかわりますし、産業の競争力に直結するわけであります。日本がType1、Type2だけのコ

ンピュータに使われる人材か、あるいはコンピュータと競争する人材しか輩出しないとい

う状況になっても、世界ではType3を輩出している国はたくさんありますので、そういっ

た国に付加価値をどんどんもっていかれるということになるだけであります。 

あともう一つ、ここにいる皆さんも含めて、日本人は多かれ少なかれ、いわゆる「正解

はひとつ」という教育を受けて、間違えない達人を量産する教育の犠牲者なわけです。と

りわけこのテーブルについている我々は恐らく超メガトン級の犠牲者が多いのではないの

かなと思いますが、まず、このプログラミング教育というのは正解は１つではなく、創造

性が重視されるというプロセスになっています。あと、先生という偉い人が答えをもって

いるのではなくて、場合によっては先生が一番できなかったりすることもあります。それ

から、もう一つ、もちろん、プログラミングの基礎がわかってくると、できる子はどんど

ん世界のオープンソースコミュニティに参加してくるのではないかなと。若年層の参加が

促進されるとすれば、これはすばらしいことです。なぜかというと、日本の教育の最大の

問題の一つというか、産業界をみてもそうだし、高等教育もそうなのですが、日本人は様

子の異なる人と仕事をするということがすごく苦手なのですね。 

それが日本人をもろもろ狭い視野での仕事に閉じ込めてしまっている。オープンソース

コミュニティに出ていくと、英語も勉強しなければいけないし、みんなフォーラムでそれ

ぞれのプロジェクトのルールを決めなければいけないわけです。そういうところに参加す

ると、異なるバックグラウンド、異なる文化的背景の人たちとコラボする力も養われてい

く、そのようになると思っていまして、これは日本の教育問題の解決にもつながると思っ

ています。 

ですから、私は、義務教育で全員にまじめにやって欲しい。昔の技術家庭のように、義

務教育に入れられたのだけれど、受験に関係ないやというのではなくて、日本の場合は、

残念ながら、受験科目の真ん中に据えていただくことによって促進されると。そうなると、

もろもろの問題が15年後にはすっきり解決されている可能性があるということで、このプ
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ログラミング教育というのはピンポイントでプログラミング力つけましょうとかＩＴの力

をつけましょうということでなくて、“日本病”の解決のかなめになるのではないかと思

っています。 

これだけ言っていると、私も、まだおまえ、コンサルタントじゃないかぐらいいわれま

すけれども、ディー・エヌ・エーは実業家集団ですので、実践しなきゃということで、武

雄と横浜の合計３校の公立小学校で、対象学年の全児童を対象にプログラミング教育をや

っています。ちょっとその実例をおみせしたいなと。 

まず、これだけみていただきたい。このために来たという感じなのですが、まず、武雄

の小学校１年生でやった成果物をおみせします。これは合計８回の授業でした。８回のう

ち最初はタブレットの使い方とか説明しますので、それから最後は発表会ですから、正味

６回の中でどれだけできたのかということであります。平均的な例をもってきています。 

例えばこれは書いてもらった企画書です。企画書はこういうレベルです。泥棒さんがいて、

それで、お金をとると犬がかみつくというアニメーションつくりたいなあという子供です。

小学校１年生の絵とか字、こういう感じですね。で、この子が何をつくったかということ

なのですけれども、ちょっと成果物をみてください。 

犬が泥棒に近づいていって、泥棒がかみつかれてふるえる。これだけなのですけれども、

でも、つくりたいと言ったものができていますね。右の白い枠というのは家であって、周

りの絵で、これは夜という雰囲気を出しています。これはどうやってつくったのかという

と、犬と泥棒というコンポーネントがありまして、これが犬のビジュアルプログラミング

なのですけれども、こういうコマンドをつくっているわけです。それから、泥棒さんは結

構複雑で、スタートして何歩進んで、そして犬とぶつかったら、右を向く、左を向くをず

っと繰り返すという、こういうことでつくっているわけなのです。 

もう一人の子は、ＵＦＯがあらわれて、ロケット爆弾でＵＦＯを撃ち落とすというもの

をつくりたい。ゲームがつくりたいといったわけです、要すれば。それで、これは企画書

です。それでどうなったかというと、これがちょっと彼がつくった絵を取り込んで、成果

物をみてほしいのですけれども、ＵＦＯはこう動くのですね。下でロケット爆弾を発射し、

当たらないとすーっと抜けていくのですけれども、当たるとＵＦＯが爆発した絵に変わる

というものですね。これは立派なゲームですね。 

これはＵＦＯとロケット爆弾という、ＵＦＯも実は爆発する前のものと後のものとそれ

ぞれ別の絵をつくっているのですけれども、プログラミングはどうなっているかというと、
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まず、これはロケット爆弾のプログラムですね。この爆弾にタッチすると上を向いて進ん

でいきます。ＵＦＯは右左にずっと動いているのだけれども、ロケット爆弾とぶつかった

ら別の絵を呼び出すというコマンドを入れたのですね。その別の絵のコマンドがこれです

ね。呼び出されたら、ちょっと待って、0.5秒で大きくなって消える、そういうコマンド

を入れているわけなのですね。 

このシステム自体は当社で開発したのですが、ベーシックな部材を組み合わせて自分の

世界観をつくる。それを小学校１年生がやっています。 

 

終わった後のアンケートですね。１年生全員がやりましたので、もっとプログラミング

やってみたいかという質問に対して、100％、全員がもっとやってみたいということでし

た。何でそんなにおもしろかったのというと、それぞれみんな答えは違うのですけれども、

キャラクターを動かすとか、何度でもやり直しができるとか、あと発表が楽しかったのだ

とか、それぞれ違うのですけれども、ちょっと皆さん感じませんか？日本の教育のもろも

ろ足りない部分というのを補っている要素ではないでしょうか。 

それから、大変に苦労したのが先生方です。先生方に教えていただいたわけなのですが、

最初、プログラミング教育やりますといったときに、担任の先生、目を合わせてくれませ

んでした（笑声）。それが終わった後はどうなったかというと、本当に子供が一生懸命夢

中になって取り組んでいる姿をみて、自分も感動した、もっとやりたい。それから、優秀

作品に選ばれなかった子供が泣いていたりしたのをみて、それだけ打ち込んでいたとの驚

き。普通の授業ではみられない光景だよねということで、先生方も最後はのめり込んでく

ださって、その中の担任の先生で転勤になった先生がいるのですけれども、転勤先の学校

でもぜひやるんだということで、繰り返してやってくれているということです。 

あと、生徒たちは100％続けたいといいましたので、２年生でももちろんこれはずうっ

と続けてやっておるところであります。最近ですと横浜でも行っています。小学校１年生

は、早過ぎなんじゃないのとおっしゃる方々が多い中で、そうですかということは、私が

声高に叫ぶよりも、成果物をみて感じていただきたいということでもってまいりました。 

以上です。 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。 

それでは、今のプレゼンテーションや説明を踏まえまして委員の皆さんのご意見をいた

だきたいと思いますので、どなたでもご発言を。 
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○伊佐山委員  ありがとうございます。今の、本当に南場さんの具体的な事例があって、

すごく効果がわかりやすくて、すばらしいなと思いました。 

私としては、シリコンバレーの教育がどうなっているかということを共有できたらヒン

トになるかなと思ったのですけれども、１つ、シリコンバレーは何となくＩＣＴとかハイ

テクですごく最先端で、まねするとすばらしいことが待っているのではないかという、多

少誤解もあるので、それを踏まえてどういう教育が、特に公立学校で行われているかとい

うことを端的に共有したいと思います。 

 １つ、ＩＣＴと考えるときに、プログラミングという今の話と、実はその前に、この

資料には書いてありましたけれども、やはりパソコンをちゃんと活用すると。いわゆる九

九と同じですね。九九知らない人は日本人でなかなかいないと思うのですけれども、九九

のように、いわゆる生活必需品のツールとしてのパソコン、ＩＣＴという部分と、プログ

ラミングという、どちらかというとそれが好きな人のＩＣＴと、私は２種類あると思って

いて、実はシリコンバレーでもみんながみんなプログラミングがめちゃくちゃできるわけ

でもないですし、実は選択科目なわけなので、強制している学校というのは、私立だと結

構、理系の学校はありますけれども、公立校では強制ではないです。導入はしていますけ

れども、ばりばりのプログラミングがあるわけではないです。 

 そういう意味では、１つは基礎教科を学ぶ上でＰＣの活用というのはどんどんやるべ

きですし、具体的には、例えば社会の授業にしても、まずユーチューブで、第二次世界大

戦であれば、映像をみて、それを今度は本当に教科書に書いていることが正しいのか、い

ろんな学校の教科書をオンラインでみて、ウィキでも調べて、それを自分なりの観点でパ

ワーポイントでまとめて人の前で発表すると。そこにはちゃんと動画や写真も入れてくだ

さいねという形で、つまり、学習のプロセスに、いわゆるＩＣＴを活用しましょうという

のが一つのポイントになると思います。 

 ちなみに、最後は、お絵かきばかり、いわゆる紙芝居だけでは本質的な作文力は養わ

れないので、大学ばりのレポートを、論文は全く同じ方式、フォントとかインデントの仕

方とか、大学と全く同じルールを小学生から共用させて書かせるというのが、今、シリコ

ンバレーでの公立校のやり方になります。つまり、国語、算数、理科、社会というのを細

切れに縦割りでみるのではなくて、横断的にそこにＩＣＴというものを利用させるという

のが私はＩＣＴ教育の１つ目のポイントだと思います。 

 もう一つがプログラミングということだと思うのですけれども、これも、プログラミ
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ングだけを、私も大学とかで基礎科目ということでとりましたが、そうすると嫌いになる

人もかなり出てくるので、やはり課題設定、先ほどの南場さんの事例のように、ゲームを

つくるとか、好奇心のあるものをベースにプログラミングにしていかないと、押しつけす

ると多分嫌いな人がすごくふえるのではないかなと思っています。前回か前々回申し上げ

ましたけれども、シリコンバレーでも、理数系弱くて、プログラミングが嫌いな人もいっ

ぱいいて、そういった人の行き場がなくなるというのが社会問題にもなっていますので、

やはりプログラミングもできれば小さいうちから楽しんで覚えられるような工夫ができた

らいいとは思うのですけれども、先ほどの資料にありましたように、プログラマーになる

人もいれば、ＩＣＴのベースをもった人がいろんな形で活躍する社会というのが教育では

理想なわけであって、何でもかんでもパソコンとか理数系の人ばかりという話ではないか

なと思います。 

 この議論をするときに、セットで本当はカバーしなけれぱいけないトピックというの

は、実はシリコンバレーでも、ＩＣＴとか合理化を進めれば進めるほど、ボランティアと

か部活を重要視するようになるのですね。つまり、ＰＣで効率化する一方で、人との接点

が減っていると。日本でも最近、ＳＮＳとかＬＩＮＥで何でも大事なことを済ませて、大

丈夫かなと思うこともあるのですけれども、明らかに人との接点というのをボランティア、

コミュニティとの接点と部活という形でふやそうとしているのは私も感じていますので、

多分そういった議論も本来は一緒にしなければいけないのではないかと思います。 

 最後、４点目になるのですけれども、若干繰り返しになるのですけれども、シリコン

バレーの高校だとＩＴできないとすごく不利ということで、おのずと子供たちはＩＴとか

理数系強くなるのですけれども、他方、哲学とか倫理学って必須でとらなければいけない

ようになっていて、ここもしっかり、文系教育どうあるべきかという議論もセットで議論

しないと。私はＩＣＴの議論というのはかたわになってしまうのではないかなということ

は懸念しています。 

 先日も、何でもかんでもプログラミングで合理的に判断しようみたいな議論をしてい

る場があって、でも、そこにはなかなか、いわゆるトロッコ問題みたいに、統計学や確率

論だけでは答えの出せない問題というのはいっぱいありますので、そこには哲学とか倫理

とか、違う観点の学びというのも本当は一緒にしないと本来はいけないのではないかなと

考えています。 

 以上です。 
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○伊藤部会長  どうもありがとうございました。いろんな方の発言をお聞きしたいので、

こちらからずうっと回っていきます。どうぞお願いします。 

○石戸委員  石戸でございます。 

 どのプレゼンも、非常に勉強になりました。ありがとうございます。 

 ＩｏＴというのは、ビジネス的な一過性のブームではなくて、全ての国民の生活様式を

一変させてしまうような構造変化であると考えると、国がやるべきことは、ＩｏＴビジネ

ス戦士を育てましょうということではなくて、全ての国民のＩＴの力を上げていく、全て

の国民がＩｏＴ人材になっていくということが長期的には一番大切だと考えています。よ

って、初等中等教育をどのようにしていくのかが重要だと考えます。 

 そのような考え方から、資料４－２の特に初等、中等教育のところについて意見を述べ

させていただきます。ここに書かれているような人材像や学びの方法の方向性には全く異

論はありませんが、ではそれをどのようにしていくのかということが大事だと思います。

このような人材像や学びの手法を具体化するきっかけになれるのは教育の情報化だと思い

ます。 

 ただ、現状では、その土台となる環境整備がいまだになされていません。以前から申し

上げているとおりですが、日本政府は2010年に、2020年までに１人１台、全ての小中学生

が情報端末をもって、デジタル教科書をもって学ぶ環境を整えることを政策目標として掲

げました。それに対して現状では、資料にもあります通り、6.4人に１台なのですね。202

0年までにどうやって１人１台を達成するの、かみえません。  

 あわせて、デジタル教科書というのは現状ではまだ正規の教科書ではないのですが、デ

ジタル教科書の正規化に向けた制度改正も2012年の知財計画にて記載されたもののいまだ

実現できていません。それから、教育のビッグデータの活用も非常に大事だと思うのです

けれども、データを活用しようにも、現状では各自治体の個人情報に関する条例を改正し

ない限りはデータをとることすらできないのですね。 

 そのように考えてみると、やはり足元をしっかり固めて、アクションプランを立てて、

政策目標に対する責任主体を明確にして、しっかりと推進していくということがまずある

べきなのではないかと思います。あわせて、例えば教科書・教材の著作権処理機構や教材

の配信機構をつくったり、もしくは端末を安く使えるような仕組みをつくったり、そうい

った取り組みを官民連携ですることによって、ベンチャー企業も含めて教育分野に新規参

入しやすいような環境を整えるということも非常に重要なのではないかと思っています。 



 

- 22 - 

ただ、今申し上げたことというのはキャッチアップなのですね。プログラミングのことも

記載されていますけれど、資料にあるとおり、既に初等教育段階から必修にしていている

国もあり、先進事例でも何でもなくて、まだキャッチアップなのですね。 

 もう１つ必要があるとすると、もっと未来の世界に例のない、2045年を想定した学びの

デザインをし、モデルケースをつくることだと思います。子どもも大人も、オンラインも

リアルもあわせて、いま未来の学びの像をつくるハッカソンやアイデアソンをやろうとし

ています。キャッチアップと未来づくり。両面でおねがいします。  

 以上が、私が一番申し上げたいことなのですが、南場さんに刺激を受けまして、補足と

してプログラミング教育のことも現場の話をさせていただきたいと思います。私たちも、

プログラミング教育を1４年前から取り組んできました。資料にも書いていただきました

とおり、昨年は１年間で2.5万人の子どもたちに届ける他、１０００人の先生方へ研修を

し、先生と一緒に教材を開発したり、学校のプログラミング教育を支える地域コミュニテ

ィづくり等に取り組んできました。モデル校の取組は民間としてできることに尽力をして

きたつもりなのですが、小学生、中学生、1,000万人いるのに大して、１年間で2.5万人。

なかなか広がらないのです。1,000万人の子供たちにどうやって届けようと考えると、資

料には、プログラミング教育等を充実させると書かれているのですけれども、それこそ学

習指導要領に書くとか、もう一歩踏み込んだ議論がなされてもいいのではないかなと思っ

ています。 

 こういう話をすると、プログラミング教育で実際どういうことをするのかイメージが湧

かないという指摘があるので、私たちの事例も少し紹介させてください。例えば私たちが

今取り組んでいるのは、公立の小学校で、プログラミングの授業の時間を別途とるのでは

なくて、算数、国語、理科、社会など教科科目の中にプログラミングを導入し、教科科目

の理解を深めたり、もしくはそこで得た知識を利活用する力を育む取り組みをしています。

また、他には、ドローンを使って社会的な課題を解決してみる、という取り組みもしてい

ます。社会にある課題を発見し、解決方法を考え、そして、考えるだけでなくて、ドロー

ンをプログラミングで制御して、プロトタイプをつくってみる。そんなプロジェクト型の

授業もしています、また、イギリスでも行われていますが、小さい子どもであったら、コ

ンピュータを使わないで、身体をつかったプログラミングの授業にも取り組んでいます。 

 では誰がどうやって教えるのかということも必ず課題として挙がりますが教え方も様々

です。先生方に研修をしたり、もしくは一緒に指導案をつくり、先生に授業をしてもらう 
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こともあれば、先日は遠隔にある特別支援学校の子どもたちにスカイプを通じて、私たち

が講師となりプログラミングの授業をしました。もしくはIT企業の方々にプログラマーを

派遣してもらって講師をつとめてもらうこともあります。私たちもいろんな国の事例を参

考にしながらやっているので、プログラミングを導入している諸外国も同じような工夫を

されていて、創意工夫の中で推進の方法も見いだせると思いますので、すべて出揃ってか

ら推進するのではなく、いまの段階で一歩を踏み出せればと思います。 

 以上です。 

 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。 

今、６人の方が発言を求めていらっしゃいまして、15分まで次のテーマに行くようにト

書きには書いてある。そこは難しいと思いますが、できるだけ短目に、大事な点だけ、み

んな大事な点だと思いますが、お願いしたいと思います。 

 では、志賀委員さん、お願いします。 

○志賀委員  ありがとうございます。実は私、ちょうど中教審の委員もやっておりまし

て、文科省の活動についてもある程度、知識をもっておりますので、今、文科省でさまざ

まな改革が行われていて、アクティブラーニングで、自ら考え、判断し、表現するという

ことにこれからは移ってくるでしょうし、大学のセンター試験改革も進んでいるわけです

が、現実に、では世の中がどう変わっていくのかというところでみると、依然としてやは

り、産業界でいえば新卒の一括採用をひたすらやっているし、知識で採用している会社が

大手を中心に多いですし、規模の大きな会社に入ることがキャリアゴールになってしまっ

ているというような現実を、実際私、産業界の中にいて、どう改革していけばいいのかな

というのをすごく悩むわけです。いずれにしても、今、冒頭に求められたような2030年と

かそういうことを想定した日本を考えるような教育の体系と雇用の柔軟性、あるいは新し

い働き方、あるいは流動性を高めるというところ、これは社会全体でそういう社会をつく

っていかないと。一つの会社に入って、終身雇用の体系というのは依然として本音と建前

が違っていて、結果的にはそれを望んでいる面もあるわけです。 

 私、孫がちょうど中学受験ですけれども、私が支援して小学校の時からプログラミング

を学んでいて、将来、ＩＣＴの世界で活躍するのではないかと期待しているのですが、そ

うはいっても、塾通いさせて、偏差値のいい中学校に入れてと。ここら辺が、解決策はな

いのですけれども、すごくいい議論をしているのですが、どういう形で社会が変わってい
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くのかというところをあわせて考えていかないとなかなか難しいのかなと思っております。 

○土居委員  ４人の方のプレゼンテーションを聞かせていただいて、大変勉強になりま

した。私なりに１つまとめるとすると、結局、自分のスキルが陳腐化するリスクをどうや

って克服していくかということなのではないかと思います。当然ながら、教育だとか能力

開発だとか、そういうことで克服していくということが目指すべき方向で、それが第４次

産業革命という一つのイベントに対する我々の備えなのだろうなと思います。 

 ある意味で、今までは、その陳腐化するリスクを雇用慣行に過度に依存して、それで雇

用の安定を維持してきたということだったのだと思います。ですから、今後は、確かに労

働者の権利を守るべきところはあるのですけれども、そうはいっても、自分で能力を高め

ていくということで克服していくということのほうにもっと軸を置かないといけないのだ

ろうと思います。 

 そういう意味では、南場委員がおっしゃったような、義務教育からプログラミング学習

をやるというのは私も賛成ですし、特に大学人として１つ思うのは、大学入試から変えて

いくというのはむしろ逆に効果的だと。つまり、大学入試で課されるからやるのだという

ことが、いいか悪いかは別としても、でも、結構大きなドライビングフォースで、志賀委

員おっしゃったような意味でも、大学に課すならばお孫様も勉強なさるということもある

かもしれないというのがあって、大学が変わっていかなければいけないところはあろうか

と思います。 

 そういう意味でいうと、教える側も教えられる側も、自分のスキルが陳腐化しないよう

に、きちんと高めていかないといけないと思います。石戸委員がおっしゃったような、非

常に教える側も教えられる側もそういう取組をするということはとても大事だと思うので

すが、最近、検定中の教科書を教員にみせたということで問題になっているのですが、私

も検定教科書の執筆者の一人なので、非常にそれは遺憾だなと思っているのですが、それ

の本当の根っこは、結局、教員の側が教えたいことを教えているというよりは、教えやす

いものを教えるということで、教科書会社なり執筆者側が媚びているというだけの話だと。

別に、私はこう書きました、これは採用されるか採用されないかはどうぞご自由に現場で

決めてくださいと。ただし、私はちゃんと教えるべきことはこうだと思って書いています

という、私、そういうつもりで書いているのですが、どうしても採用されたい、たくさん

利用してもらいたいというふうになると、教えやすさということに教育現場のほうになび

いていくというところが問題の本質だと思うのですね。 
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 だから、謝礼をしてはいかんとかみせてはいかんという話だけに終わらせないで、きち

んと教えるべきことは何かと。そして、教える側も自分のスキルが陳腐化するということ

に対してきちんと研修などして備えて、教えるべきことを子供たちに教えるという形にし

ないと、このＩＴ教育もうまくいかないと思います。 

 以上です。 

○冨山委員  今のプログラミング教育ですが、まず基本的な性格づけとして、これは一

種の言語の教育なので、結構誤解が多くて、特殊なスキル教育だと思っている人が多いの

ですけれども、コンピュータをコントロールする上では言語です。ですので、私のあの大

学での実践力教育論争のときに、「すぐに役に立つことはすぐ役に立たなくなる」という

批判をしている元ＮＨＫの人がいましたけれども、これは言語なので、すぐに役立ちかつ

ずっと役に立ちます。ある言語を学ぶと、これは基本的に言語系列一緒なので、変わって

も例えば同じヨーロッパ系の言語の力で変わるような話なので、どこかでちゃんとやって

いくというのが非常に重要な話です。言語教育というのはおよそつまらないものです。最

初は。普通にやっていたって、英語だって、算数だって大体つまらないのですよ。世の中

に英語嫌いと算数嫌いがいっぱいいるわけで、これはそういう問題でなくて、機会を与え

るということが大事なことなので、これはだから、私も必修だと思っています。 

 それをいった上で、そのとき、具体的に何が一番進むかといったら、今、土居先生いわ

れたように、これはやはり絶対大学入試です。大学入試の必修科目にすることです。そう

すると、小学校のしきから絶対やりますから。ポイントは、やはり東京大学。東京大学と

公務員試験の必修にしてください。そうしたら、絶対みんなやるようになりますから（笑

声）。いや、本当に。そんなものです、世の中の本音なんていうのは。本音の議論が大事

で、私はそれがポイントだと思っています。 

それからもう一点。全体の議論で、要は、シンギュラリティの議論云々とあります。産業

革命でどうだこうだいっていますけれども、過去の産業革命、一度調べてください。産業

革命が起きたときに、それまであった仕事の90％なくなっています。別に今回が初めての

体験ではなくて、要は、産業革命の前は世界は農業社会だったのです。今、先進国で農業

やっている人、何％いますか。そんなことは何度も私たちは経験していることであって、

そんなビビることではないと僕は思います。 

 ただ、この産業革命の過程においていろんな格差が起きます。要するに生産手段格差で

あるとか情報格差が起きるので、ほうっておくと、とんでもない経営者はすぐブラックな
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行動をとるのです。それが実は本質的な問題で、その格差を使えてしまうので、したがっ

て、その格差をどう防衛するかというのが多分、本質的には先ほど逢見さんがいわれた議

論につながってくると思うのですけれども、その格差をどう埋めるかというのも同時に考

えるべきで、もちろん教育を施しましょうというのも一つの議論ですが、もう一つはブラ

ック化の防止です。 

 この過程では、放っておくと絶対ブラックなやつふえます。というのは、さっきのリク

ルートの長嶋さんの議論でいうと、これは働き手が個になっていってしまいますから、そ

うすると、基本的に交渉力、不利になります。日本の場合に、この交渉力の非対称性に対

して、やはり企業に甘いです。あるいは大企業にもひょっとしたら甘いです。だから、こ

の問題をちゃんと解消すべきで、そういう意味でいうと、むしろある種の労働規制に関し

ては絶対強化したほうがいいです。特に経営者に対して強化したほうがいいです。 

その典型が解雇規制の問題で、日本の解雇規制というのは、不当解雇されたら基本的には

正社員に復帰するということが唯一の手段ということになっていますけれども、これはは

っきりいって、中小企業の経営者にとって非常に緩い規制です。要は、ほとんどの場合、

労働者組合のバックアップがなく経済的な余裕のない労働者は泣き寝入りになってしまう

のです。むしろ、これは職場復帰という選択肢に加え、場合によって本人の希望によって

金銭で救済するという方法を与えたほうがこれは絶対経営者にとっては規制強化になるの

です。それがあれば労働者はさっさと別の仕事を見つけて転職した上でゆっくり補償金を

とる裁判できますから。これだけではないですけれども、いろいろ考えなければいけない

こといっぱいあるのですけれども、この過程、絶対ブラック化の防止策というのは同時に

考えると何が起きるかというと、産業革命の後に起きたように、経営者たちは真剣にちゃ

んとしたミドルクラス労働、働きやすい働き方を考えるようになります。むしろそこへ追

い込んだほうがそうなるので、そういう意味で、同時に規制強化したほうがいいというの

が私の意見です。 

○南場委員  私は今日、初等教育のプログラミング教育の話をしたのですけれども、高

等教育のことでも１点、全く別のことなのですが、申し上げたいことがあります。基礎研

究をやはり強化するべきであると考えています。昨今の日本の予算の分配、細かくは吟味

していませんけれども、応用研究のほうにかなりシフトしてしまっているようですが、応

用研究というのは意外と競争力の比熱が低いというか、物すごく長い年月をかけて培って

きたものが、あるとき突然、どこか違う国に抜かれたりという性質のものであるし、かつ、
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産業界からお金が得やすいものでもあります。 

 私は、国の予算というのはもう少し基礎研究にしっかりとつぎ込まれるべきと考えます。

基礎研究を強化するために、日本の大学は残念ながらランキング的にもそんなに高い状況

ではなく、世界中のトップの研究者というのを、ある領域を定めて、バイネームでごっそ

りもってくるぐらいの活動をしていいと思っています。シンガポールなんかは皆さんによ

く知られている例ですけれども、領域を定めて、そこの世界のリーダーに物すごいインセ

ンティブをつけますね。税金上のインセンティブだけでなく、パスポートも出すよなんて

いうインセンティブ。そして、その人だけではなく、その人のチーム、それからお友達み

んな連れておいでぐらいのことをいわれたという人がいて、これは本当かどうかわかりま

せんけれども、その人の活動のエコシステム全体をもっていこうとしているとよく聞きま

すが、我が国も日本の競争力を絶対に築き維持していくのだという領域を定めて、そこに

関してはバイネームでリストアップして、それで強力なインセンティブを提供して、そし

て家族の教育や医療の面倒もみるという覚悟である場所に連れてくる。その場所の候補と

して、私は京都がいいなと思っています。 

 

○伊藤部会長  松尾委員、どうぞ。 

○松尾委員  議論の中で１つ、余り語られていないのですけれども重要な点が、僕は自

動翻訳というのだと思っていまして、今、ＡＩの分野、特にディープラーニングの技術で

相当早いスピードで進んできています。今まで言語処理というのはシンボルグランディン

グという問題が実は根本的にあって、そこが難しいと。記号の内容とその表記ですね。こ

れを結びつけるというのができないとされてきたのですけれども、それができるようにな

る技術が昨年ぐらいから出始めています。 

ということは、かなり早い時期に本当の意味での自動翻訳が実現される可能性があると。

つまり、今までの自動翻訳というのは、統計的にパターンで翻訳しているだけですから意

味がわかってないのですけれども、本当の意味での翻訳今昔のようなものができる可能性

があると。これは技術的にみると恐らく５年から10年ぐらいでできて、社会的な波及を考

えても、10年から15年ぐらいでできるのではないかと。そうすると、ビフォー自動翻訳と

アフター自動翻訳でかなり日本の状況というのは変わるはずだと思います。日本という国

自体にとっては、この自動翻訳ができることは非常に僕はプラスだと思います。 

ただ、日本国内であることをある種の参入障壁としているような個人の能力だったりビ
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ジネスのあり方だったりというのは大きく破綻するだろうと思いますので、そこをどう見

据えて動いていくかといのは非常に重要な点かなと思います。 

 あともう一つ、そういう意味では、僕自身はかなりＡＩの技術を早く進めていかないと

諸外国の中で立ちおくれるのではないかという危機意識をもっていまして、当然、初等教

育からのプログラミング教育、重要なのですけれども、１つは、やはりトップ人材の育成

を急ぐということも同時に重要ではないかと思います。 

それで、僕自身は、今、ディープラーニングの人材が国内に非常に少ないと。ここを何

とか早期にしないといけないということで、昨年の11月から、ディープラーニングの講義

を大学内、東大の中に自主ゼミという形で勝手につくりまして、それで全10回で講義を行

って、ちょうど先日の土曜日で終わったのですけれども、東大の中から、学部、学年を問

わず募集したところ、100名応募がありまして、その中の33名に絞りました。全10回でか

なり激しい講義を提供したのですけれども、それでも28名残ったということで、ほとんど

ドロップアウトしてないのですね。この28名の非常に強力なディープラーニングを使える

戦士が誕生したということで、この時期にそういう人材が出てきたのは非常に大きいので

はないかと。これを、28名でなくて、100名、1,000名、１万人とふやしていくということ

を早期にやるということが非常に重要なのではないかと思っております。 

 以上です。 

○伊藤部会長  では、宮島委員。 

○宮島委員  ありがとうございます。多くの委員の方がいわれたことは割愛しますと、

私が仕事柄でも気になるのは、多くの平均的な方、特にボリュームゾーンの方々の意識を

どのように変えていくかというところなのですけれども、今の現状では、ここの会議の今

の話の中身はみんなまだ全然ピンと来ていないかなと思います。私たちのニュースをつく

る場でも、この前、どんな仕事が将来なくなるのかという話をしてみたのですけれどもい

て、やはりなかなかイメージがわかなくて、そのために何が必要かということも、私たち

の職場においても余りよくわからないねと。今回、室長が割合詳細な資料をつくっていた

だきましたが、これはさらに具体化して、普通の人がピンと来て、ああ、なるほどねと、

そういう仕事が今後大事なんだね、そういう仕事が今後少なくなってしまって、これから

はこういう能力が必要なんだねということをより具体化した形で世の中にみせていくとい

うことがまず必要なのではないかと思います。 

そこの共有認識をつくった上でなのですけれども、教育現場は非常に重要だと思います。
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ただ、プログラミング教育をするにしても、今、多分、小学校の先生、現場においては、

ｉＰａｄを支給しても使えないという先生が多かったり、あるいは実際小学校の先生に体

育も英語もＩＴもしつけも貧困家庭のフォローも全部やれというのは現実には相当難しい

かなと思います。ですので、そこはまさに全部任せるのではなくて、別の組織、あるいは

企業、それぞれがメッセージを出し、そこの大事だというところを支えるようなシステム

が必要なのではないかと思います。 

これを全国で一律でやるのは難しいかもしれませんけれども、具体的には一部の地区や

一部の私立の学校などで始める企業との連携とかそういった形で、何が大事かということ

を見定めて、そして良い事例を広く共有していくことによって、なるほど、こんなことを

すると子供たちはこっちの方向に関心をもつのだなということが広がっていくといいと思

います。 

そのためには、まず学習指導要領の改訂というのは本当に必要だと思いまして、これは

そんなにしょっちゅうないので、今回を逃したら本当に先になってしまうと思うので、こ

の機会に、大いにその意識を共有化して取り込んでいくことは大事で、それはまさに広く

本命の公立の学校全てを巻き込むような形が必要だと思います。 

さらに、親の意識というのが非常に必要だと思っていまして、実は子供にチャレンジ精

神が必要だとか自分で考えることが必要だなんていうことはこの20年ずっといわれている

と思うのですけれども、先ほど志賀さんもおっしゃったように、そうはいっても、受験校

を選ぶ親の意識はいまだに保守的で、非常に面倒見がよく、効率よく、大学に入れてくれ

る、塾が要らなくて大学に入れてくれるというところが売りになる学校が人気があります。

でも、それは向うべき方向と違うのではないかと私はかねがね思っておりまして、親の意

識も含め次の世代に何が必要かというところは、かなり繰り返し具体的に発信していかな

いとなかなか浸透しないと思います。それから、先ほど大学受験の話で思いましたけれど

も、気の利いた学校は、今、情報技術の授業というのはあります。でも、みているとサボ

っています。それは受験とかに何か縛りがないとみんなサボるので、そこら辺が本当に必

要だということを親子とも認識する必要があると思います。 

あと、雇用の問題が余り出ていないのでちょっとだけ申し上げると、今、これだけ人口

が少なくなって労働力が逼迫している中で、その影響が具体的に出ている、事故とかにも

つながっているような状況があると思います。多様化という部分を本当に一刻も早く進め

るとともに、次の世代を見据えて、どうしても法制化というのは後からついてくることが
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多いのですけれども、法制化が次の時代を先取りするような形、その変化の邪魔にならな

いような形が必要だと思います。 

社会保障なども、今のルールのままでは、次の世代では、今のやり方では必ずしもマッ

チしてない部分がたくさんあると思うので、そういうのも早目早目に見直していって、制

度の面が現実の足を引っ張らないようにする工夫が必要だと思います。 

 以上です。 

○伊藤部会長    どうもありがとうございました。 

○村井委員   ＳＦＣは2016年、今年の入試は情報１科目で入学できるというチャレンジ

をします。おととい締め切りましたから、今から受験しようとしても間に合いませんが、

また結果は追ってご報告したいと思います。なぜこれをしたかというと、学習指導要領が

変わり、その３年生が今年卒業するのです。そうすると、その方たちは１年生でしか情報

の授業を受けない。そうすると、やはり３年前にアナウンスしておかないと受験生に失礼

ですので、私たちは、2011年・2012年に、今、情報をとっておいたら慶應に入試で入れま

すよというアナウンスを高校生に向けてしました。つまり、これで３年間のリーディング

タイムが必要でした。 

今、宮島さんが言われた学習指導要領は、2030年をターゲットに検討されているのです。

そうすると、これは実現するのに、10年間かかります。みんながやろうとしていることが

これで間に合うかというと、間に合いません。ですから、今すぐやらなければいけないこ

とも並行してやらなければいけないのです。どちらも重要です。入試改革も学習指導要領

の改訂も重要ですけれども、今すぐできることは何なのか。これは別に議論しなければい

けません。 

一番重要なのは、さきほど南場さんがお話しされたように、小学校の先生で頑張っている

方がいます。この方たちを盛大にほめること、これは経済産業省にお集まりの皆さんでで

きるのではないでしょうか。色々な産業の方が、こういう人材をつくりたいと言ったら、

そういう教育をしている先生方を皆で力を合わせてほめて、勲章をあげる。こういうこと

をやっていくと、実践している先生をロールモデルにして、初等、中等教育も早いスピー

ドで変わってくるのではないかなと思いました。 

 また、松尾さんのディープラーニングの授業は、来年からは３万人に行き渡る規模でMo

ocなどでやっていただきたいなと思いましたので、よろしくお願いいたします。 

○伊藤部会長  では、安宅さん、お願いします。 
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○安宅氏  安宅です。ありがとうございます。 

 すみません。資料を今つくったので、ここにしか映ってないです。この間お話ししたと

おり、今、歴史的局面にあるというのは皆さんご案内のとおりで、人間がナンバークラン

チングみたいなものから脱出できるときだと思っています。国としてやるべきだとずっと

お話ししているのは、データの利活用が劇的にできるようになったほうがいいということ

と、データ処理力を保てるようなＤＣなり帯域なりのコスト下げるとかいう話というのが

ありました。３つ目に人材の話で、今日この話だと思うのですが、この間お話しした話を

さっとスキャンしますけれども、そもそも人が足りてないのは事実です。ＩＴ人材、日本

は４番目です。インド、中国に負けています。理工系の大卒者の数は、毎年10万人以上、

人口が5,000万人しかいない韓国に負けていると。データ分析ができる人の数も足りない。

人が足りてないのは事実です。 

ただ、ここの話というのは層別の視点が非常に重要だと思っていまして、新卒層は、高等

教育を受けたにも関わらず、このデータ社会で生き抜くために必要なサバイバルスキルが

ないのが課題です。私、長い間コンサルティング会社やヤフーでみていますけれども、今

の新卒層は問題解決能力も数字のハンドリング力も情報処理能力も明らかに足りていませ

ん。こういう状態で社会に出てきて、会社が鍛えなければいけない問題というのは何とか

しなければいけない。 

 サイエンス層とか専門家層を会社側で採ろうとしたらそもそもいなくて、いても、実社

会に関心がないとかいう人が結構いるのが課題です。エンジニア層は、いわゆるプログラ

マーとかＳＥ屋的なスキルでは足りなくて、ビッグデータ処理をできる人というのは足り

てないです。これは抜本的に変えないと困ってしまうと。 

もう一つ、今の議論でぜひ強化しておきたいのはミドル層、マネジメント層のことです。

この方々は、今というのが、エジソンみたいな人間が生まれ得る時代に生きているという

感覚が全くないのですね。この異常な興奮に満ちた時代をやっていけるような人が枯渇し

ている。この人たち自身が変わらないとオワコン化するのですけれども、どうやったらい

いのかもわからないという問題がありまして、ですから、層別の視点が結構重要だなと思

っています。 

 教育という視点でみると、南場さんおっしゃったとおり、小中高教育から絶対やるべき

だと思います。これはもう間違いないです。大学というところで人をがんがん育てる。ベ

ースとして、理系、文系に関係なく育てる。これもやったほうがいいと思います。松尾先
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生おっしゃっているとおり、上のほうの人がいなと人が育たないし産業も生まれないので、

国家的プロジェクトなり、大学に突っ込むというのは一番安いＲ＆Ｄというか、10年以上

の足の長い投資というのは国しかできませんから、そこはぜひやっていただきたいなと思

っています。 

 これに加えてですけれども、ＩＴエンジニアの再教育とミドル、マネジメント層の再教

育というのは何とかしてやらないと、千万以上の人が厄介な状態に陥るのですね。ですか

ら、ここはぜひ手を入れていただきたいなと思っています。 

 それと、さっきの国家プロジェクトの話は本当に数字上も明らかでして、日本の2.4倍

の人口でしかない米国に比べて、日本の科学技術予算というのは４分の１しかないわけで

すね。これは全くもっておかしくて、かつて第５世代コンピュータぐらいまで、日本とい

うのは世界に冠たる国家的プロジェクトをやってきたわけですけれども、それを不景気に

陥ったというだけの理由で、これを止めてきたために、産業を生み出す力が生まれてない

わけです。これをやることによってリーダー層の人が育つのですけれども、これをやって

ない間にアメリカはばんばんプロジェクトやっているというような状態でして、こういう

ことを、別にＩＴだけでないですけれども、大学に相当金を入れるなり国家研究組織に入

れるとかいうことを派手にやったほうがいいのではないかなと思っています。こういう層

別の話が１つ。 

 もう一つ、議論でぜひ入れておきたいのはフェーズの視点でして、今私はデータサイエ

ンス協会とか立ち上げてやっている人間の一人でもあるのですが、今の時代は確かにデー

タ×キカイ化というのを伸展するデータ利活用一般化する人材というのは必要です。これ

らデータプロフェッショナルというのは大量に必要なのですが、間もなく、間違いなく、

データを利活用できる前提で応用的なことをやる時代が来ます。恐らく10年以内にやって

きます。その後はそれが与件になる時代がやってくるのですね。 

産業革命のとき、これは150年とか200年かかって、ちょっと極端ですけれども、最初に内

燃機関とかモーターとか、そういったもののベースにあるものが生まれて、トヨタなりソ

ニーみたいな、あるいは日本の冠たるプラント会社、幾つもありますけれども、こういっ

た産業が生まれて、今その上でエコシステムが生まれてくるという時代になっています。 

これと同じような変化が恐らく、データ、キカイ（AI）のところでも起きます。それも５

倍から10倍速、もしかしたら20倍速のスピードで起きる。そのことを考えると、ここの最

初のデータ人材をただ育てるというやつを超えて、ここのところまで見据えて議論してお
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かないと、国の議論としては若干足りないのではないかなと思っています。 

なぜなら、これというのは恐らく10年ぐらいでいってしまうと思われるということでして、

だから、このフェーズの視点をもったほうがいいのではないかなと思っています。 

この間お話しした産業的な立ち位置では２種類の産業がいますので、全然違う状況にある

わけですね。未来、よくわからないですけれども、我々みたいなデータ・キカイ側の産業

ですと、ＡＩ技術をさらに適用してマルチビックデータ時代と、複数の領域をまたぐもの

をどう利活用するかとか、リアルとどうつないでいくかというのは今現実問題なのですけ

れども、多分、ほとんどの産業、モノ・カネ型の左上の産業は、データ利活用を伸展させ

ていくとか、センサ技術で情報取得して活用を開始するとか、応用がみえている分野に適

用するとか、そういう段階にありまして、全然違う状態なのですね。ですから、このこと

も踏まえて考える必要があるのではないかというのが２つ目のポイントです。主としてフ

ェーズの話ですね。 

あと最後に１点、よくいわれる恐怖ですね。仕事なくなるのではないかみたいな話です。

これは有名なオックスフォードの論文なのですけれども、確かに情報の処理というのは劇

的によくなります。ただ、これも以前お話ししたとおり、課題解決プロセスにおけるほと

んどのことは実は今の機械学習ベースのＡＩにはボトルネックがあるわけですね。ですか

ら、恐らくほとんどの仕事はなくならないわけです。劇的に効率化されるということと仕

事がなくなるということ、混乱しないほうがいいと思っていまして、この話は混ぜ混ぜに

しないほうがいいのではないかなと。 

なおかつ、ここで劇的に効率化するのは情報処理的な業務ですので、実はローエンドの仕

事というよりも、上のほうの仕事、法律事務所の若手がやっているような仕事は消滅する

といったほうが多分正しくて、そちらも念頭に置いたほうがいいのではないかなというの

が以上です。 

ということで、層別の処理が要るのではないかという話と、フェーズの視点ももったほう

がいいのではないかなということをお話しさせていただきました。 

以上です。 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。皆さんにちょっと短目にして恐縮です。

それでも大分、25分ちょっと延長しているのですけれども、できるだけ残りを効率的にや

っていきたいと思います。多少延長するかもしれませんので、どうぞ時間のあれで適宜退

出されて結構でございます。 
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それでは続きまして、第４次産業革命の対応の方向策、観光、農業、エネルギーにつき

まして、まず事務局からご説明をお願いしたいと思います。 

○井上課長  その前に、今いただきましたコメントは、改めてもう一回事務局のほうで

整理をさせていただいて、今回出させていただいている事務局の資料に大きな中長期の方

向性と、今まさにやらなければいけない対策というのが整理してありますけれども、あの

中に盛り込めるかどうかという検討をさせていただきます。その上でまた、毎回のことで

すけれども、次の回までにまた個別にご相談に上がって、ご指導いただければと思ってお

ります。 

もし何でしたら、文科省の皆さんに来ていただいていますけれども、何か一言あれば承

っておきますけれども。 

○大杉室長  失礼いたします。文部科学省の教育課程企画室長、学習指導要領の担当を

しております大杉と申します。 

今日は本当に貴重なご意見、活発にありがとうございました。志賀委員からもご紹介い

ただきましたように、まさしく文科省も同じ方向を向いて、社会に開かれた教育課程とい

うような議論でありますとか、あとは、高・大接続、入試改革の議論も進めさせていただ

いているところであります。入試を変えないとという御議論もございましたけれども、ま

さに情報化、今、２割しかとってない情報の科学ということを、これを共通実習、問題解

決に情報やＩＣＴをしっかり活用できるような力を育んでいく。選挙権年齢の件もござい

ますので、やはり18歳までに社会で求められる力をしっかり育んでいく、そしてそれを小

中高通じて、幼児教育も含めてでございますけれども、どうしていくか。そうした中で、

入試科目、情報を課していこうという議論もさせていただいているところでございます。 

一方で、そういった話と、伊佐山委員からもございましたように、さまざまな公共的な

力と申しますか、トロッコ問題という話もございましたけれども、情報の一方で、公共と

いうこともシチュエーションにしていったりと、さまざまなバランスの中で議論させてい

ただいているところでございます。審議会の向かっている方向性と中教審の向かっている

方向性、まさに同じ方向を向いているなということを実感させていただきました。ありが

とうございました。 

○井上課長  ありがとうございました。また引き続き意見交換させていただければと思

います。 

 それでは続きまして２つ目の、伊藤部会長からいわれましたもう一つの資料でございま
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すが、資料自体は資料４－３というところをご覧いただきますと、膨大な資料がまた入っ

ております。それで、これをこのまま説明しますと時間が足りませんので、今回はやめま

して、一度お持ち帰りいただきながら、引き続きご指導いただくということにして、資料

４－１をお開きください。 

 「本日の議論の枠組み」というペーパーがございます。今まで、本日、人材教育につい

て御議論いただいたのは左下の部分でございまして、「横断的な制度整備」、幾つか課題あ

りますが、人、もの技術、金、データ、制度というふうに並べた中で、１つ目の人材教育

をやらせていただいたということになりますが、来月以降、それ以外の課題についても順

次やらせていただきます。 

また、上の部分、主要領域につきましては、ものづくり革新からメディア・コンテンツ

まで、今まで４回の議論の中でやらせていただきました。本日、本来はこの農業、観光、

エネルギー、なかんずくスマートコミュニティについてご議論いただきたいと考えており

ます。右側に書いてございますとおり、我々といたしましては、農業、観光、エネルギー

領域につきまして、特に今後の目指すべき姿、あるいは対応の方向性を考えながら、取組

を強化すべき点はどんなところがあるのかといったようなところを、もしよろしければ残

されているお時間で先生方からご指導いただければと思っております。資料を一言でまと

めれば、全く新たな創造的なサービスが、あるいは製品が生まれる可能性は出てきている

のだけれども、それがなかなか実現できているところとできてないところがあると。その

違いは恐らくデータをどこまで上手に活用しているかが１つであります。 

 それからもう一つは、供給効率性が飛躍的に高まっている。これはどこの分野でもほと

んど起こっていて、ますますこれが進んでいくということなのですけれども、その上で３

つ目に、競争優位の鍵がどうなるかというところが今後の産業構造論を考える上で非常に

重要なことなのだと思っています。 

 冨山委員の本にも書いてありますが、スマイルカーブがどんどん変わっていくというの

は、恐らく今回の第４次産業革命は、ものづくりだけでなくて、あるいは今までの家電産

業だけでなくて、全ての産業にこの波が押し寄せているというのが各領域をやってきた結

果みえてきていることなのだと思います。そういう中にあって、どういうことをやってい

かなければいけないか。顧客にどうやってアクセスしていくのか、あるいはそのバリュー

チェーンの中のどこを磨いていくのかといったところが競争優位のかぎになってきている

のかなと。そういうことを踏まえて、政府として民として、どういうことをやっていかな
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ければいけないのかがそれぞれの領域ごとにあるのかなと。 

 今のところ、我々が関係省庁と議論して、こんなことをやったらいいのではないですか

ねというのは資料に入っております。一つ一つご説明しませんが、まだ初歩的な段階でご

ざいますので、そういう観点で大所高所等、ご議論いただければ大変ありがたいです。 

○伊藤部会長  どうもありがとうございます。資料４－３はぜひゆっくりお読みいただ

いて、事務局とコミュニケーション図っていただきたいのですけれども、それも含めて、

この時間で、観光農業、あるいはエネルギー、スマートコミュニティ、この周辺の点につ

いてご議論いただきたいと思いますので、恐縮ですけれども、ご発言予定される方、ちょ

っと名札を立てていただければ。今度は反対側のほうから回っていきますので。 

 それでは、村井さんから。 

○村井委員  観光、農業、スマートコミュニティ、エネルギーなどが横に展開する際、

それぞれのセグメントにそれぞれの規制やルールがあり、なかなか動きにくいところがあ

ります。それぞれの規制が複数の省庁にまたがっていますので、次の２つのことが、非常

に重要だと思います。１つは産業基盤、デジタル、そして本日議論されていた教育という

のは横軸として大変意味があることですので、そのための体制をつくらなければいけない。

例えば、農業の領域でも、農機がどのように発展するかということと、自動運転などで自

動車がどのように発展するか、これは共通部分がたくさんあるのですけれども、共有する

ためのメカニズムが非常に少ない。こういうことから始まって、産業間を橋渡ししていく

ようなプラットフォームづくり、これがとても重要だというのが１点目です。これは規制

でも同じことだと思います。 

 もう1点は、別の意味の「領域」、地理的なドメインですね。これは本日の議論でも大分

出てきましたけれども、地球全体が１つの空間になるのがインターネットの世界です。こ

の中でどういう領域が、海外も含めてどういう地域と関係があり、国内のやるべきことは

何でどこでやるべきなのか。分野領域の連携、地域としての連携、これらはいずれも重要

な考え方だと思います。そこをはっきりした上で、あるいはコンセンサスをもって取り組

むことが極めて重要だと思います。 

 以上です。 

○伊藤部会長  では、冨山委員。 

○冨山委員  重複するのですけれども、１つ明確なのは、さっきの安宅さんのスライド

でいうと、第一段階、運動×情報でしたっけ。あれの第一段階から必ず第二段階に行くの
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ですね。要はそれを使ってどのようなサービスを展開するかという話ですね。二段階とい

うのは。今の自動運転なんかもそういう話なのですけれども、実はここで大事なのは、今

の村井先生の話とかぶるのですけれども、今度、第一段階と第二段階は必ずしも段階的で

ないです。恐らく。要は、第二が進みやすい状況だと第一がより進むはずなのです。これ

はスパイラルなのですよ。実際にサービス運用されることによって、それがまたメカニク

スやテクノロジーにフィードバックされていること、スパイラル型です。この領域は完全

に。 

ちょっと一つの例で、身近な例で、前も申し上げたかもしれませんけれども、受験生ア

プリって、横にいるリクルートさんと、そこにいる松尾先生のところとうちとで共同開発

した仕組みなのですね。あれは今すごい勢いで普及しています。なぜ普及しているかとい

うと、受験の世界は規制が全くないのです。規制が全くないから、やりたいほうだいで、

好き勝手なものをつくる。何だか文科省さんに、すみませんが、気にすることなく勝手に

つくって、要は世の中に出したら、受験者がすごい勢いで使い始めていて、使い始めると

どんどんレベルが上がっていきます。要するに、これは実際使われることによって、社会

実装されることによって実はレベルが上がっていって、多分、松本先生のところの基礎研

究にもフィードバックがその後されているわけです。 

ですから、この領域というのは、この第一段階、第二段階、その手前の基礎研究という

のは実はスパイラルでぐるぐる回って上がっていって、この上がっているスピードが今ア

メリカとか強烈です。すごい勢いでどんどん上がっていっているので、何がいいたいかと

いうと、これ、すごい時間的に大変な話なので、今の規制改革の話をしても、今の時間軸

だと遅過ぎ。 要するに、ようやく社会実装的な環境、あるいは学校でも使う環境が整っ

たころにはもうゲームは終わっています。産業的にいってしまうと。 

これは極めてクリティカルな問題で、例えばなのですけれども、要するに、幾つかのま

ともな先進国でやった規制緩和は、自動的に戦略特区で使えるぐらいのことにしないと、

これは絶対立ちおくれますよ。これはとにかく、前もいいましたけれども、何かやろうと

すると大体２年ぐらいかかるのですよ、この国。ほとんどの問題が。国家戦略特区使った

って、多分、１年以上、全部かかります。 

このペースで一個一個やっていると、大体出羽守パターンで、アメリカ「では」こうい

う規制緩和化されてしまって自動運転が認められているから、じゃあ何とかやろうという

と大体２年ぐらいたってからやるのですね。そのころには話終わってしまっているので、
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ですから、この議論は時間軸の問題、これは農業、観光、全部そうです。今、観光バスの

問題が出ていますけれども、バスに関しては、規制を緩和するにしても、あれはむしろ強

化がおくれていたのですけれども、とにかく変えるのにやたら時間かかるので、あのぐら

い人が死なないとまた強化するという議論ができないのです。だから、緩和するときも強

化するときも、この国、時間がかかり過ぎで、ただ、この時間軸をどう短くするかいうこ

とは本当に真剣に取り組まないと、この領域、この２つの段階で行ったり来たりするのと

いうのは全滅します。 

ここはぜひともちょっと、これは国家レベルで考えてもらわないと、政策決定プロセス

の問題なので、くどいようですけれども、文科省の話も、受験サプリ的な仕組みをアダプ

ティブラーニングを本科より入れないとという議論が今後出てくると思うのですね。今、

実際、先生方、生活指導ですごい大変で、本科に時間割けなくなっていて、それで子供の

数が減っても教員減らさないでくれ、むしろ教員ふやしてくれという話に多分なっている

と私は理解、文科省からそういう陳情を受けたので。 

これは、本科なんてもう受験生アプリでやればいいのですよ。ほとんど。あれ、全然問

題ないです。僕の実感からいうと。特に高校なんて全然、だって受験生はあれでみんなや

っているのだから。むしろそこで時間をあけてあげて、成果指導に時間を使わせるように

することによって生産性上がるわけですけれども、多分、この議論、恐らく４年から５年

かかります。間違いなく、今の政策決定プロセスだったら絶対中教審とかにかけてコンセ

ンサスとっているうちに多分、来年からいきなり、例えばですよ。来年の４月から一斉に

受験生アプリ的な仕組みが全国の小中学校で使われるということはまずあり得ないです。

もしやってくれたらほめちゃいますけれども、多分そういうことにならないです。日本の

さっきいったプロセス。だから、ここは本当に変えていかないとまずいと思います。 

以上。 

○土居委員  ２点申し上げたいと思います。今日の農業、観光、エネルギー、スマート

コミュニティとのところで、今後恐らくそういう問題になっていくだろうと思うのは、先

駆的に取り組む地域は非常に伸びていくと思いますけれども、やはり地域差が出てくると

いうことで、その地域差に対してどう対応するのかという話が、結局先駆的に取り組む地

域なり新しい取組の足を引っ張ってしまうのではないかという心配があります。ですから、

ここは決して足を引っ張らないように、先駆的な取組をするところをどんどん伸ばしてい

くと。おくれている地域があったとしても、多少そこは目をつむるということをやってい
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かないと、伸びるところが伸びないと思います。 

 そうすると、必ず、ある種弱者保障というか、弱者を救済しなければいけない。それは

そのとおりだと思います。ですから、それはむしろ社会保障に一元化するというぐらいの

意気込みでやると。単純にいってしまうと、なかなか収益が上げられない、低収益の零細

企業みたいなところがあったとして、そういうところで、先駆的なところはどんどん観光

とか農業で収益上げているけれども、なかなか上がらないのだという話になると、またぞ

ろ低利融資という話になるのですけれども、低利融資という話は、外部性というのですか、

恩恵が社会的に広く及んでいるのだけれども、直接的には利用者から収益を回収するとい

うのが難しいということだからこそ、そういう役に立つところにどんどん低利融資すると

いう形でやるべきで、もしそういう低収益の企業があって困っているというのだったら、

社会保障でそこはやればいいというような意味では、産業政策的にそこにできるだけ、伸

びるところを伸ばすというほうに力を入れるということだと思います。 

 あと、最後１点だけですが、先ほどの議論の中でちょっと気になったのは、私も教育者

であり研究者でありますので、研究教育にお金をどんどんつけろということは大賛成では

あるのですが、我が国はなかなかそう簡単に財源が捻出できないというところがあるので、

そういう意味では、科学予算なりも新陳代謝をきちんとやっていただくというところをで

すね。選択と集中というと、今までも選択と集中はやってきましたみたいな話になってし

まうので、そうでなくて、新陳代謝して、古いものは捨てるという形にしないと、なかな

かきめ細かくお金が出てこないということだと思います。 

 以上です。 

○金丸委員  どうもありがとうございます。私は、今日の農業、環境、エネルギーの中

で、農業については規制改革会議の中で、農業ワーキングの座長をもう２年半ぐらいやっ

ております。農業を取り巻く環境は随分変わってまいりまして、先般の農業改革とか農業

委員会の改革、あるいは農地法の改革とか、今までできなかったといわれたようなことも

この安倍政権の中ではできておりますし、今後、ＴＰＰが発動になったら、マーケットメ

イクを、世界といいますか、輸出という観点でやっていく可能性がありますから、ポジテ

ィブに考えると、農業というのは、極端なことをいうと、エレクトロニクスにかわるよう

な産業にもなり得るのではないかと思っています。そういう意味では、農業のＩＣＴ化と

いうのがこの部会で研究をしていただければ、規制改革の座長としてはありがたいなあと

思っております。 
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それで、今後、規制改革会議、産業競争力会議、そして与党のほうでも、これまでは農業

者の人たちの生産性向上というのが大きなテーマではあったのですけれども、農業者をよ

くよく冷静にみてみると、私も現場をみて感じたのですけれども、農業者の方が今後も努

力していただくとしても、農業者の人の努力では何ともならないようなところ、その農業

者を取り巻く環境のところの人たちの国際競争性も検証していこうではないかと。消費者

は引き続き国産の安心で安全でおいしい農作物を求め続けられるのではないかと思ってお

りますので、土居先生のほうから零細農家の社会保障みたいなお話もありましたけれども、

周りの環境も変えていって、いろんな農作物が、そのつくり手の顔がみえない形で消費者

に届くのではなく、もっと目に見える形で届けられれば、リスクを侵して、天変地異に耐

えながらでも、おいしいものをつくる農業者に報いることが可能ではないか。流通改革と

いう視点では、ＩＣＴの有効活用というのもあるのではないかと。こんな切り口で検討し

ていこうということになっております。こちらにはデータサイエンティストにお詳しい方

々もいらっしゃいますので、特に農業分野はデータサイエンティストの皆様にとっては刺

激的で、かつ、やりがいのあるデータを集積できる可能性が大いにありますので、ポジテ

ィブに考えると成長余力のたくさん残っている分野だと思います。ぜひ観光とあわせて、

インバウンドの観光客と農作物、あるいは食とあわせて取り組んでいただければと思いま

す。 

○伊佐山委員  簡単に。申し上げたかったのは、冨山さんの部分とかなり重複するので

すけれども、今回の３分野、個別論は資料にすごく細かく書いてあるのですけれども、決

定的に規制のところが自由がきかない限り、何やっても多分ワークしないだろうというの

が私の印象です。 

 特に観光とかスマートエネルギーですね。特に観光も、最近、民泊の話が毎日のように

新聞に出ていますけれども、やはり圧倒的にまだまだ中途半端といいますか。先週、Ａｉ

ｒｂｎｂ（エアビーアンドビー）の創業メンバーと話す機会があったのですけれども、日

本、いつになったらできるようになるんだとさんざん聞かれて、いや、少しずつ改善して

いるぞといっても、いや、もう全然改善の仕方が遅いと。という意味で、何となく関係者

みんなをハッピーにしようとしているロジックが余りにも強過ぎて、今回議論しているよ

うな新しい産業をつくるためにどうするかという観点が少し弱いのではないかというのが、

外人からみた日本の今の規制緩和のスピード感と状況だということです。 

その意味で、ドローンをできるところとか自動走行できる特区というのはいろんな、個
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別にみればあるのですけれども、できれば、海外にいる人からみると、全てが自由にでき

るような、地方の都市なのか関東なのか、そういう場所をつくってくれるとありがたい。

日本というのは、実は世界的にみても、シリコンバレーと比べれば物価半分ですから、1,

000万のエンジニアは日本だと500万で雇える。しかも日本はきれいだし、食事もおいしい

し、行きたいという外人はかなりいるのですけれども、実は規制がよくみえないとか、最

近はやりのフィンテックにしても、いつ許可がおりるかわからないとか、そういう曖昧な

部分だとか、やはりスピードが遅いというところが実は今回挙げている個別のテーマを本

当にはやらす上での一番の実は根本的な足かせになっているのではないかなと最近ますま

す思うようになったので、多分、根本的にはそういう規制がない特区みたいのが、本当に

何でもできるような特区ができるのであれば、そういったものをぜひつくってほしいなと

思います。 

○伊藤部会長  南場さん、あれですか。 

○南場委員  すみません。12時に出なければいけないので。 

その規制の話なのですが、例えば観光に関してもそうですけれども、インバウンド需要と

いうのは非常にわかりやすくて、かつ、収益に直結するので、間違いなく進むというか、

産業界のほうが対応をどんどん進めていくと思っていて、国のほうでできることというの

はやはり規制緩和だと思うのですけれども、必ず事故が起きるのですね。バスの事故など

は、また規制強化するのに時間かかるという話があったのだけれども、私はあれは結構早

く動いてしまうのではないかなと思っていて、規制緩和はすごく時間がかかるのだけれど

も、何かひとつ事故が起きたときの揺り戻しというのは結構早いというのが私の印象です。

あのバスの事故も、規制緩和が悪いのではなくて、それを守ってなかった事業者の問題で

あり、規制の徹底の話であるのに、そこが混同されて冷静な議論というのが行われていな

い。マスコミは仕方がないのですけれども、それを受けて、また規制の強化に向かう揺り

戻しが非常に怖いなと。シェアリングエコノミーも、毎日、どこか反対勢力がスポンサー

しているのではないかと思うぐらい、割合からしたらわずかな事故数でも、非常に絵にな

るドラマチックな事故が報道されたりしているのですね。例えばＡｉｒｂｎｂ（エアビー

アンドビー）的なものについて最近それが目につきますけれども、規制緩和をしていくと

きに必ず起こるそういういった事故に対する冷静な議論の必要性についてはちょっとコメ

ントしておきたいと思います。 
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○長嶋委員  ありがとうございます。先ほどの冨山委員のご意見に付加する形ですけれ

ども、例えばサプリなどでも、先ほど安宅委員のほうからのご意見にもあったのですけれ

ども、人の仕事がなくなるのではなくて、人が人らしい仕事にシフトするというところ。

教育でいけば、アダプティブラーニングでできるところは任せる、それはそれで生産性が

上がります。ですけれども、今、国でも少子化の中で先生減らせばいいじゃないかと非常

に乱暴な議論が行われているのではないかと思うのですけれども、そうではなくて、例え

ばいじめの問題であるとか、思春期であれば思春期ならではの、先生でないと対応できな

い、人でなくてはできないところにシフトができるのではないでしょうか。生産性が上が

るという議論のプロセスを経て、規制改革ということになりますと必ずそこでやっていた

人の労働はどうなるのだという話になりますので、そこを、今、南場委員もおっしゃられ

たように、感情的にならずに冷静に、何が生まれて何が生産的になるのだという議論の中

でスピードを上げていただきたいなと考えます。 

 以上です。 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。 

すみません。皆さんの発言を短くするようなことばかり申しまして。先ほどいいました

ように、観光、農業、エネルギー、スマートコミュニティについては今後、もしよろしけ

れば事務局と個別にちょっと、恐縮ですけれども、コミュニケーションとっていただいて、

またさらにコメントいただければと思います。 

 時間も来ましたので、本日の議論はここまでとさせていただきたいと思います。 

 最後に、鈴木副大臣と北村政務官から何かあれば。 

○鈴木副大臣  ありがとうございます。 

今日、また鋭いさまざまな観点、本当にありがとうございました。我々政府が気づいて

いるところ、あるいは気づいていないところも含めて深いご意見いただきました。ありが

とうございました。 

 また、冨山委員おっしゃった第４次産業革命はまさにこの時間軸が勝負でありますから、

これをしっかりと共有しながらやっていきたいと思っています。私は実は、この職につく

前、自民党の教育実行本部の副本部長をやっていまして、ＩＣＴ教育の担当をやっていま

して、2010年代、１人１台タブレットと提言した人間なのです。そこで現地に行って非常

に感動したのは、ある中学校でしたけれども、体育の授業でタブレット使っていたのです。

何やっているかというと、写真に撮って、それを子供たちがどうやってフォーメーション
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やったら勝てるかというやつをやっているのですね。そういうことを自発的にやっていけ

るというのはすごいなと思って、こうした可能性ありますので、ぜひこの分野、本当に鋭

意進めていきたいと思います。どうぞよろしくお願いします。 

○北村大臣政務官  ありがとうございました。毎回出席させていただいていますけれど

も、ちょっと今日の議論で私が感じたことを。伊佐山さんがおっしゃったシリコンバレー

でボランティア活動、部活動、そういった教育をしているという。私、第４次産業革命で

どういう産業構造になるのか、あるいは社会になるのかというのは大事なところでござい

ますけれども、こういう社会にしてはいけないという視点も大事なのかなと先ほど思いま

した。やはり人間社会なので、そういったボランティアとか触れ合う教育も必要かなと感

じました。ありがとうございました。 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。 

それでは、事務局、何かありますか。 

○井上課長  本日はありがとうございました。次回の審議会は２月の後半にやらせてい

ただきたいと思いますし、横断的課題、イノベーションどうするかとか資金循環どうする

かといったようなことを予定しております。また、それまでの間に、２月の中旬に、伊藤

部会長初め何人かの委員の方々に欧州視察をしていただく予定になっております。３月に

は米国、これは伊佐山委員のご協力のもとでやらせていただこうと思っておりまして、そ

うした議論も踏まえて、この春の一旦の中間整理につなげていければと考えております。 

 以上です。 

○伊藤部会長  どうもありがとうございました。 

それでは、以上で第５回新産業構造部会を閉会したいと思います。どうもありがとうご

ざいました。 

 

                                ――了―― 

 

 

 

 


